
平成30年11月号　〚広報〛 6

市
の
財
政
事
情
の
公
表

歳入、歳出決算の状況について
平成29年度の一般会計および各特別会計の決算額は、次のとおりです。
一般会計の歳入は、普通交付税などの減により1,358万6千円の減額、歳出では畜産・酪農収益
力強化整備等特別対策事業など
により、1,894万円の増額となって
います。一方、特別会計は、国民
健康保険事業特別会計が、歳入
歳出ともに減額となっており、介
護保険事業特別会計は、前年度
介護給付費交付金の増額により、
歳入歳出ともに増額となっていま
す。
このようなことから一般会計と
各特別会計の決算合計額は、平
成28年度と比較して、歳入で1億
159万8千円の増、歳出で7,351万8
千円の増となりました。

一般会計　決算収支の状況	
区　　　　　　　分 平成29年度

歳入総額	 A 218億9,736万1千円
歳出総額	 Ｂ 211億6,419万2千円
歳入歳出差引（A－B）	 Ｃ 7億3,316万9千円
翌年度へ繰り越すべき財源	 Ｄ 1,811万8千円
実質収支（C－D）	 Ｅ 7億1,505万1千円
単年度収支	 Ｆ 1億870万3千円
基金積立金	 Ｇ 863万円
繰上償還金	 Ｈ 0円
積立金取り崩し額	 Ｉ 2億円
実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋H－I ）	Ｊ ▲8,266万7千円

市税
36億9,916万円
16.9%

自主財源
59億5,177万7千円

27.2%

総務費
27億777万円
12.8%

民生費
76億9,501万1千円

36.5%

衛生費
10億8,171万7千円

5.1%

消防費
10億6,101万1千円

5.0%

農林水産業費
19億4,885万4千円

9.2%

土木費
13億8,320万8千円

6.6%

教育費
21億6,036万6千円

10.2%

公債費
24億1,008万8千円

11.4%

災害復旧費
2億8,506万2千円（1.4%）

分担金及び負担金　2億2,797万6千円（1.0%）
使用料及び手数料　4億1,986万5千円（1.9％）
財産収入　8,477万円（0.4%）
寄附金　2億9,851万円（1.4％）
繰入金　5億7,179万8千円（2.6%）
繰越金　4億5,569万5千円（2.1%）
諸収入　1億9,400万3千円（0.9％）

地方譲与税　3億1,986万7千円（1.5％）
利子割交付金　530万3千円（0.0％）
配当割交付金　640万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金 627万6千円（0.0％）
地方消費税交付金　6億6,685万2千円（3.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,252万2千円（0.1％）
自動車取得税交付金　5,529万2千円（0.3%）
地方特例交付金　1,200万5千円（0.1％）

歳入決算総額
218億5,492万2千円

議会費
1億7,322万4千円（0.8%）

商工費
2億1,544万2千円

1.0%

依存財源　159億314万5千円
72.8%

地方交付税
79億6,674万6千円

36.5%

国庫支出金
27億4,171万7千円

12.5%

県支出金
24億1,156万1千円

11.0%

市債
16億9,076万6千円

7.7%

交通安全対策特別交付金
783万8千円（0.0％）

歳出決算総額
（性質別）

211億2,175万3千円

義務的経費
106億8,234万8千円

50.6%

投資的経費
30億8,199万1千円

14.6%

その他の経費
73億5,741万4千円

34.8%

人件費
37億2,091万6千円

17.6%

扶助費
45億5,134万4千円

21.6%

公債費
24億1,008万8千円

11.4%

普通建設事業費
27億9,692万9千円

13.2%

物件費
22億2,985万6千円

10.6%

災害復旧事業費
2億8,506万2千円（1.4%）

補助費等
20億3,761万円

9.6%

積立金
3億2,142万2千円

1.5%

投資及び出資金・貸付金
115万円（0.0％）

維持補修費
2億916万3千円

1.0%

繰出金
25億5,821万3千円

12.1%

歳出決算総額
（目的別）

211億2,175万3千円

（単位：千円）
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平
成
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要
～※�下記のグラフは地方財政状況調査により、歳入・歳出総額から、4,243万9千円を減額した数値

で作成しています。
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特別会計　決算収支の状況								        　　　

区　　　　　　　分 歳入決算額 歳出決算額 翌年度への
繰越財源 実質収支

国民健康保険事業特別会計 70億8,849万2千円 69億6,367万5千円 0円 1億2,481万7千円
後期高齢者医療特別会計 5億5,657万7千円 5億5,550万6千円 0円 107万1千円
介護保険事業特別会計 51億4,824万2千円 50億3,083万8千円 0円 1億1,740万4千円
農業集落排水事業特別会計 7,634万7千円 7,458万1千円 0円 176万6千円
公共下水道事業特別会計 1億5,366万8千円 1億4,652万4千円 0円 714万4千円

平成30年度上半期の財政状況（平成30年９月末現在）		  　
区　　　　　　　分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

一般会計 218億5,742万3千円 114億3,779万7千円 52.3％ 95億1,077万9千円 43.5％
国民健康保険事業特別会計 60億3,486万5千円 26億5,524万5千円 44.0％ 21億3,100万7千円 35.3％
後期高齢者医療特別会計 5億5,210万円 1億6,673万4千円 30.2％ 1億5,962万5千円 28.9％
介護保険事業特別会計 51億9,822万7千円 23億7,738万5千円 45.7％ 21億4,386万7千円 41.2％
農業集落排水事業特別会計 7,540万円 4,163万7千円 55.2％ 3,315万9千円 44.0％
公共下水道事業特別会計 1億3,803万7千円 6,990万2千円 50.6％ 5,375万4千円 38.9％
※一般会計は、平成29年度からの繰越事業を含む。

　平成29年度南九州市決算における健全化判断比率および資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関
する法律第３条第１項および第22条第１項の規定に基づき公表します。今回公表する「健全化判断比率および資金不足
比率」は、地方公共団体の財政が健全であるのか、資金不足がどれくらいあるのかについて指標化し、基準値に対してどう
なっているのかを法律に基づき公表するものです。市の財政については、下表のとおり赤字・資金不足はなく、その他の比
率についても基準数値を大きく下回っており、この法律上では健全な状態にあると判断されます。

（用語解説）
● 健全化判断比率…	次の４つの比率で構成され、地方公共団体の

財政の健全化を判断する指標です。
  ・ 実質赤字比率……	普通会計（本市では一般会計のみ）の赤字の

程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを
示すもの。

  ・ 連結実質赤字比率…	全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共
団体全体としての赤字の程度を指標化し、地
方公共団体全体としての財政運営の悪化の
度合いを示すもの。

  ・ 実質公債費比率…	借入金（地方債）の返済額およびこれに準じ
る額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を
示すもの。

  ・ 将来負担比率……	地方公共団体の一般会計などの借入金（地
方債）や将来支払っていく可能性のある負担
などの現時点での残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示すもの。

● 早期健全化基準…	この基準を超えると、財政健全化計画の策
定、外部監査の実施が義務付けられ、財政の
健全化を図らなければなりません。

● 財政再生基準……	この基準を超えると、財政再生計画の策定、
外部監査の実施の義務付けのほかに地方債
の起債が制限されます。

● 資金不足比率……	公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模
である料金収入の規模と比較して指標化し、
経営状態の悪化の度合いを示すものです。

● 経営健全化基準…	上記の早期健全化基準に相当する基準で
す。

平成29年度　南九州市決算に基づく
健全化判断比率および資金不足比率の概要

２.  公営企業会計に係る資金不足比率� （単位：％）

区　分

法適用
企業 法非適用企業

水道事業
会計

農業集落
排水事業
特別会計

公共
下水道事業
特別会計

資金不足
比 率

－	
(－)

－	
(－)

－	
(－)

経営健全化
基 準 20.0 20.0 20.0

［下段（　）数値は28年度数値］ 
※ 資金不足額がないため、資金不足比率は算定されないことから
　 「－」を記載。

１.  健全化判断比率　　　　　　� （単位：％）

区　分 実質赤
字比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

健  全  化
判断比率

－
(－)

－
(－)

7.3
（7.0） 

19.9
（24.0） 

早 期 健 全 化
基 準 12.98 17.98 25.0 350.0

財 政 再 生
基 準 20.00 30.00 35.0

［下段（　）数値は28年度数値］ 
※ 実質赤字額および連結実質赤字額がないため、実質赤字比率
　 および連結実質赤字比率は算定されないことから「－」を記載。

［担当］知  財政課 財政係


